[bookmark: _d5hqgm85bgcb]講義資料利用許諾契約書

●●株式会社（以下「甲」という。）と、●●（以下「乙」という。）は、甲が著作権その他の権利を有する講義資料の利用について、次のとおり講義資料利用許諾契約（以下「本契約」という。）を締結する。

[bookmark: _odya6eq0u224]第1条（目的）
本契約は、甲が作成・保有する講義資料について、乙に対し一定の条件のもとで利用を許諾し、その利用条件、権利義務その他必要な事項を定めることを目的とする。

[bookmark: _nwqnajd4pz46]第2条（定義）
本契約において使用する用語の定義は、次の各号のとおりとする。
1. 「講義資料」とは、甲が作成又は提供するテキスト、スライド、レジュメ、図表、画像、写真、イラスト、動画、音声、演習問題、テンプレート、電子データその他講義に関連して提供される一切の資料をいう。
2. 「利用」とは、閲覧、保存、印刷、表示その他本契約に基づき認められる範囲で講義資料を使用することをいう。
3. 「第三者」とは、甲及び乙以外のすべての者をいう。
4. 
[bookmark: _jlx0bpo2gath]第3条（利用許諾）
1. 甲は、乙に対し、本契約の条件に従い、講義資料を自己の学習、研修又は業務遂行のために利用する非独占的かつ譲渡不能の利用権を許諾する。
2. 本契約による利用許諾は、著作権その他知的財産権を譲渡するものではない。
3. 利用許諾の範囲は、本契約又は別途甲が定める利用条件によるものとする。
4. 
[bookmark: _yaclcaf84e07]第4条（知的財産権）
1. 講義資料に関する著作権、著作者人格権を除く著作隣接権、商標権その他一切の知的財産権は、甲又は正当な権利者に帰属する。
2. 本契約は、利用許諾を除き、乙に対していかなる権利も付与するものではない。
3. 
[bookmark: _gvt70t5bt7xi]第5条（禁止事項）
乙は、甲の事前の書面又は電磁的方法による承諾なく、次の各号の行為を行ってはならない。
1. 講義資料の全部又は一部を複製し、第三者へ配布又は提供すること。
2. インターネット、SNS、動画配信サービス、クラウドストレージその他の媒体へ掲載又は公開すること。
3. 講義資料を販売、貸与、譲渡、再許諾その他営利目的で利用すること。
4. 講義資料を改変、翻案、編集し、二次的著作物として利用すること。
5. 講義資料に表示された著作権表示、商標その他の権利表示を削除又は変更すること。
6. AI学習用データとして利用し、生成AIその他の機械学習モデルへ入力又は学習させること。ただし、甲が別途承諾した場合を除く。
7. その他甲又は第三者の権利利益を侵害する行為。
8. 
[bookmark: _rfk3vqoubk4v]第6条（利用者管理）
1. 乙が法人である場合、講義資料を利用できる者は、甲が承認した役員又は従業員に限る。
2. 乙は、利用者に本契約を遵守させる責任を負う。
3. 利用者による違反行為は、乙自身の違反とみなす。
4. 
[bookmark: _bibylkcna822]第7条（秘密保持）
1. 乙は、講義資料に含まれる営業上、技術上その他の非公開情報を秘密として管理し、甲の承諾なく第三者へ開示又は漏えいしてはならない。
2. 法令又は裁判所その他公的機関により開示を求められた場合は、法令上許される範囲で速やかに甲へ通知するものとする。
3. 
[bookmark: _kscso646g36p]第8条（利用期間）
1. 利用期間は、契約締結日から●年間とする。ただし、別途定めがある場合はその定めによる。
2. 利用期間終了後は、乙は講義資料の利用を停止しなければならない。
3. 
[bookmark: _dqxugk39b60n]第9条（資料の返還又は削除）
契約終了又は甲から請求があった場合、乙は甲の指示に従い、講義資料及びその複製物を返還、廃棄又は完全に削除しなければならない。

[bookmark: _4iyd41okuqja]第10条（保証の否認）
1. 甲は、講義資料の正確性、完全性、最新性、有用性、特定目的への適合性その他一切について保証しない。
2. 法令改正その他の事情により講義資料の内容が変更される場合がある。
3. 
[bookmark: _klpmz4wwj893]第11条（損害賠償）
1. 乙が本契約に違反し甲に損害を与えた場合、乙はその一切の損害を賠償しなければならない。
2. 違反行為により第三者との紛争が生じた場合、乙は自己の責任と費用において解決するものとする。
3. 
[bookmark: _ood6vlvwwee8]第12条（利用停止及び解除）
甲は、乙が次の各号のいずれかに該当した場合、催告を要することなく利用許諾を停止し、本契約を解除することができる。
1. 本契約に違反したとき。
2. 講義資料を不正利用したとき。
3. 著作権その他知的財産権を侵害したとき。
4. 信用を著しく害する行為を行ったとき。
5. その他本契約の継続が困難であると甲が合理的に判断したとき。
6. 
[bookmark: _2vk8etobfeg2]第13条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、自ら及び役員等が反社会的勢力に該当しないことを表明保証する。
2. 前項に違反した場合、相手方は催告なく本契約を解除できる。
3. 
[bookmark: _hx0ms5aa8gah]第14条（契約内容の変更）
甲は、法令改正、サービス内容の変更その他合理的な必要がある場合、本契約の内容を変更できるものとし、変更後の内容を乙へ通知又は公表するものとする。

[bookmark: _h5gwfyo7z6ia]第15条（協議事項）
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈について疑義が生じた場合は、甲乙誠意をもって協議し解決する。

[bookmark: _22xlbshzynv0]第16条（準拠法及び合意管轄）
1. 本契約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈される。
2. 本契約に関する一切の紛争については、甲の本店所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各1通を保有する。

●●年●●月●●日

甲

住所：

会社名：

代表者：

乙

住所：

氏名（会社名）：

代表者：

